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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．当社には関連会社はありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

    ４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

５．第14期の１株当たり配当額（2,400円00銭）には、当社イメージキャラクター回転むてん丸連載記念配当

（400円00銭）が含まれております。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第14期

第１四半期 
累計(会計)期間

第15期
第１四半期 

累計(会計)期間
第14期

会計期間 

自平成20年
11月１日 

至平成21年 
１月31日 

自平成21年
11月１日 

至平成22年 
１月31日 

自平成20年
11月１日 

至平成21年 
10月31日 

売上高（千円）  14,878,945  17,763,869  64,663,306

経常利益（千円）  723,339  1,525,382  4,571,753

四半期（当期）純利益（千円）  330,501  874,872  2,359,933

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －       －

資本金（千円）  2,005,329  2,005,329  2,005,329

発行済株式総数（株）  103,499  103,499  103,499

純資産額（千円）  12,002,918  14,658,824  14,032,350

総資産額（千円）  18,107,938  23,484,453  23,298,646

１株当たり純資産額（円）  115,971.35  141,632.53  135,579.57

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 3,193.29  8,452.95  22,801.51

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  2,400.00

自己資本比率（％）  66.3  62.4  60.2

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 439,723  627,646  5,918,953

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △872,840  △304,596  △3,374,025

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △133,043  △343,804  △483,378

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 27,373  2,634,329  2,655,084

従業員数（人）  826  868  881
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 当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。  

  

  

 当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

  

  

提出会社の状況 

（注） 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当第１四半期会計期間の平均人員を( ）外数で記載しており

ます。  

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年１月31日現在

従業員数（人） 868 （ ) 6,701

2010/03/12 21:01:3809639301_第１四半期報告書_20100312210109

- 2 -



(1）生産実績 

 当社は、最終消費者へ直接販売する飲食業を行っておりますので、生産実績は記載しておりません。 

(2）仕入実績 

 当第１四半期会計期間の原材料の仕入実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社は、最終消費者へ直接販売する飲食業を行っておりますので、受注状況は記載しておりません。 

(4）販売実績 

 当第１四半期会計期間の販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

  

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

   

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

品目 
当第１四半期会計期間

 （自 平成21年11月１日 
 至 平成22年１月31日） 

前年同四半期比（％）

魚介類（千円）  4,651,907  109.2

穀類・麺類（千円）  724,689  116.6

調味料（千円）  494,133  108.3

野菜・果物類（千円）  448,228  114.6

酒類・飲料（千円）  335,819  124.9

その他（千円）  987,868  138.9

合計（千円）  7,642,647  113.9

事業部門別 
当第１四半期会計期間

 （自 平成21年11月１日 
 至 平成22年１月31日） 

前年同四半期比（％）

回転すし（千円）  17,763,869  119.4

合計（千円）  17,763,869  119.4

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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（１）業績  

 当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、海外経済の改善を受け、輸出・生産が持ち直しの動きを見せている

ものの、企業収益は大幅減少が続いており、雇用・所得環境は依然として厳しい状況のまま推移しております。 

 外食産業においては、政府の緊急経済対策の効果により、個人消費に持ち直しの動きはあるものの、雇用不安、所

得減少を抱える消費者の生活防衛意識は強く、外食を手控える傾向が一段と鮮明になってきており、非常に厳しい状

況が続いております。 

 このように取り巻く環境が厳しさを増す中、安全・安心、安価で美味しいものを求める顧客の消費動向は、当社の

掲げる経営理念“食の戦前回帰”にマッチするものであり、むしろ追い風であるとの認識で、顧客来店の動機付けを

図る様々な取組みを行ってまいりました。幅広い世代に大人気のアニメ「ワンピース」とのタイアップによる、くら

寿司オリジナルのワンピースグッズなどを、ビッくらポンの景品としてプレゼントするキャンペーンを３回実施いた

しました。また、素材を厳選し、無添加にこだわった、安全で美味しい「おせち」を、昨年より質・量ともに大幅に

グレードアップし、さらに初の試みとしてインターネットによるご注文を採り入れたところ、受付締切の10日前に予

定数量を完売するなどご好評をいただきました。 

 また、店舗開発につきましては、西日本地区で３店舗を新規出店いたしましたので、当第１四半期末の店舗数は、

全て直営で248店舗となりました。 

 以上の結果、当第１四半期会計期間の業績は、売上高177億63百万円（前年同期比19.4％増）、営業利益14億60百

万円（同115.9％増）、経常利益15億25百万円（同110.9％増）、四半期純利益は８億74百万円（同164.7％増）とな

りました。 

  

（２）資産、負債及び純資産の状況 

 当第１四半期会計期間末の資産総額は234億84百万円となり、前事業年度末と比較して１億85百万円の増加となり

ました。これは、主に新規出店や改装等により積極的に設備投資を行った結果、固定資産が３億56百万円増加したこ

とによるものであります。 

 負債につきましては、88億25百万円と前事業年度末と比較して４億40百万円の減少となりました。これは、主に 

未払法人税等が５億21百万円減少したことによるものであります。 

 純資産につきましては、利益剰余金の増加により146億58百万円となりました。 

   

（３）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期会計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが６億27百万円の収

入、投資活動によるキャッシュ・フローが３億４百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローが３億43百万円

の支出となり、この結果、当第１四半期会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）残高は、期首より

20百万円減少し26億34百万円（前年同四半期会計期間末残高27百万円）となりました。 

 当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期会計期間において営業活動の結果得られた資金は６億27百万円（前年同期比42.7％増）となりまし

た。これは、主に税引前四半期純利益が15億20百万円となり、減価償却費が３億59百万円があった一方で、仕入債務

の減少が１億39百万円、法人税等の支払が10億28百万円があったこと等によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期会計期間において投資活動の結果使用した資金は３億４百万円（前年同期比65.1％減）となりまし

た。これは、主に有形固定資産の取得による支出が２億71百万円、貸付による支出（建設協力金の支出）が31百万円

があったこと等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期会計期間において財務活動の結果使用した資金は３億43百万円（前年同期比158.4％増）となりまし

た。これは、主に配当金の支払が２億15百万円、リース債務の返済による支出が68百万円、長期借入金の返済による

支出が60百万円があったことによるものであります。 

  

（４）事業上及び財政上の対処すべき課題 

 当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題はありませ

ん。  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1）主要な設備の状況 

 前事業年度末に計画していた重要な設備の新設のうち、当第１四半期会計期間に完了したものは次のとおりでありま

す。  

 重要な設備の新設  

  （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 前事業年度末において、計画中であった重要な設備の新設、改修、除却等について、当第１四半期会計期間に重要な変

更があったものはありません。 

 また、当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】

所在地 店舗数 事業部門別の名称 設備の内容 投資額
(百万円) 完了年月 増加能力

(増加客席数) 

 西日本地区      3  回転すし  店舗設備           332
 平成21年11月

～平成21年12月 
          588 

合計          3 － －           332 －           588 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）当社は単元株制度を採用しておりません。 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

  

当第１四半期会計期間において、フィデリティ投信株式会社から平成22年１月22日付の大量保有報告書の写

しの送付があり、平成22年１月15日現在で5,645株を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の

記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができておりません。 

なお、フィデリティ投信株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。 

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  400,000

計  400,000

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株）     
(平成22年１月31日) 

提出日現在発行数（株）
(平成22年３月16日) 

上場金融商品取引所名又 
は登録認可金融商品取引 
業協会名                 

内容

普通株式  103,499  103,499 東京証券取引所 市場第一部 （注） 

計  103,499  103,499 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年11月１日～ 

平成22年１月31日  
    －     103,499      －    2,005,329     －    2,334,384 

（５）【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

(株) 
株券等保有割合

(％) 

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 

城山トラストタワー 
 5,645  5.45
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年10月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

  

 ①【発行済株式】 

                                      平成22年１月31日現在 

（注） 「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が６株含まれております。また、 

    「議決権の数」の欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

   該当事項はありません。  

  

   

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

    （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

   

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

  

（６）【議決権の状況】

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

 無議決権株式          －         －          －  

 議決権制限株式（自己株式等）         －          －          －  

 議決権制限株式（その他）         －          －          －  

 完全議決権株式（自己株式等）         －          －          －  

 完全議決権株式（その他）  普通株式  103,499       103,499         －  

 単元未満株式         －          －          －  

 発行済株式総数        103,499        －             －  

 総株主の議決権         －        103,499         －  

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
11月 

12月 
平成22年
１月 

最高（円）  325,000  297,000  282,000

最低（円）  247,200  245,800  242,800

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。  

 なお、前第１四半期累計期間（平成20年11月１日から平成21年１月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則

に基づき、当第１四半期会計期間（平成21年11月１日から平成22年１月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

21年11月１日から平成22年１月31日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期累計期間（平成20年11月１日から平成

21年１月31日まで）に係る四半期財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第１

四半期会計期間（平成21年11月１日から平成22年１月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成21年11月１日から

平成22年１月31日まで）に係る四半期財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けて

おります。 

 なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ

となっております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。  

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は以下のとおりであります。 

    資産基準       0.4％ 

    売上高基準      0.3％ 

    利益基準      △0.2％ 

    利益剰余金基準   △0.4％ 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年１月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,634,329 2,655,084

原材料及び貯蔵品 259,776 288,060

その他 729,840 851,964

流動資産合計 3,623,946 3,795,108

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 7,704,359 7,616,846

その他（純額） 4,779,360 4,526,947

有形固定資産合計 ※  12,483,720 ※  12,143,793

無形固定資産 406,203 337,140

投資その他の資産   

関係会社株式 97,905 97,905

長期貸付金 2,921,808 2,939,710

差入保証金 2,933,477 2,926,303

その他 1,017,392 1,058,684

投資その他の資産合計 6,970,583 7,022,604

固定資産合計 19,860,506 19,503,537

資産合計 23,484,453 23,298,646

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,656,420 2,795,705

1年内返済予定の長期借入金 240,000 240,000

未払金 2,157,948 2,232,432

未払法人税等 625,462 1,146,885

その他 874,414 855,166

流動負債合計 6,554,245 7,270,191

固定負債   

長期借入金 550,000 610,000

リース債務 1,456,485 1,137,976

その他 264,898 248,128

固定負債合計 2,271,383 1,996,105

負債合計 8,825,628 9,266,296

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,005,329 2,005,329

資本剰余金 2,334,384 2,334,384

利益剰余金 10,319,110 9,692,635

株主資本合計 14,658,824 14,032,350

純資産合計 14,658,824 14,032,350

負債純資産合計 23,484,453 23,298,646
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成20年11月１日 

 至 平成21年１月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年１月31日) 

売上高 14,878,945 17,763,869

売上原価 7,305,648 8,337,211

売上総利益 7,573,296 9,426,657

販売費及び一般管理費 ※  6,896,693 ※  7,966,057

営業利益 676,603 1,460,600

営業外収益   

受取利息 12,833 14,697

受取手数料 17,954 40,154

物販収入 26,859 27,636

雑収入 20,267 10,245

営業外収益合計 77,914 92,733

営業外費用   

支払利息 5,336 12,739

為替差損 10,582 987

物販原価 12,093 11,934

雑損失 3,165 2,289

営業外費用合計 31,178 27,950

経常利益 723,339 1,525,382

特別損失   

固定資産除却損 2,482 3,065

店舗閉鎖損失 121,708 1,892

特別損失合計 124,191 4,957

税引前四半期純利益 599,148 1,520,425

法人税、住民税及び事業税 179,000 589,000

法人税等調整額 89,646 56,552

法人税等合計 268,646 645,552

四半期純利益 330,501 874,872
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年１月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年11月１日 

 至 平成22年１月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 599,148 1,520,425

減価償却費 279,803 359,268

受取利息 △12,833 △14,697

支払利息 5,336 12,739

固定資産除却損 2,482 3,065

店舗閉鎖損失 121,708 1,892

たな卸資産の増減額（△は増加） 15,434 28,283

仕入債務の増減額（△は減少） △160,695 △139,285

未払消費税等の増減額（△は減少） 102,550 △91,946

その他 △20,103 △12,006

小計 932,832 1,667,736

利息及び配当金の受取額 － 0

利息の支払額 △4,176 △11,667

法人税等の支払額 △488,931 △1,028,423

営業活動によるキャッシュ・フロー 439,723 627,646

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △602,587 △271,066

無形固定資産の取得による支出 △8,730 △5,541

貸付けによる支出 △181,788 △31,916

差入保証金の差入による支出 △54,366 △14,019

差入保証金の回収による収入 4,308 6,068

その他の支出 △29,675 △7,579

その他の収入 － 19,460

投資活動によるキャッシュ・フロー △872,840 △304,596

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 10,818 －

長期借入金の返済による支出 △75,000 △60,000

リース債務の返済による支出 － △68,312

配当金の支払額 △68,861 △215,492

財務活動によるキャッシュ・フロー △133,043 △343,804

現金及び現金同等物に係る換算差額 △84 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △566,244 △20,754

現金及び現金同等物の期首残高 593,618 2,655,084

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  27,373 ※1  2,634,329
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 該当事項はありません。 

  該当事項はありません。 

  該当事項はありません。 

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【簡便な会計処理】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末 
（平成22年1月31日） 

前事業年度末 
（平成21年10月31日） 

 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。 

7,439,815  ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。   

7,113,105

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間 
（自 平成20年11月１日 
至 平成21年１月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成21年11月１日 
至 平成22年１月31日） 

 ※ 販売管理費及び一般管理費のうち主要な費目及び金 

  額は次のとおりであります。 

 ※ 販売管理費及び一般管理費のうち主要な費目及び金 

  額は次のとおりであります。 

  

給与及び手当 3,539,154千円

賃借料 1,264,618千円

  

給与及び手当 4,110,230千円

賃借料 1,286,954千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間 
（自 平成20年11月１日 
至 平成21年１月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成21年11月１日 
至 平成22年１月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

  照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成21年１月31日現在）

 （千円）

  

 ２ 同一相手先に対する店舗地代家賃の支払と貸付金 

  （利息含む）の回収は相殺されております。 

  

  現金及び預金勘定 27,373

  現金及び現金同等物 27,373

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

  照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成22年１月31日現在）

 （千円）

  

 ２          同左  

  現金及び預金勘定 2,634,329

  現金及び現金同等物 2,634,329
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当第１四半期会計期間末（平成22年１月31日）及び当第１四半期累計期間（自 平成21年11月１日 至 平成22

年１月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式           103,499株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式              －株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

  

  

 （決議） 

株式の種類 
配当金の総額

   （千円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成22年１月28日 

   定時株主総会 
 普通株式    248,397    2,400  平成21年10月31日  平成22年１月29日  利益剰余金

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 該当事項はありません。 

    

 前事業年度末に比べて、著しい変動は認められないため、注記を省略しております。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

（１株当たり情報）

当第１四半期会計期間末 
（平成22年１月31日） 

前事業年度末 
（平成21年10月31日） 

１株当たり純資産額 141,632.53円 １株当たり純資産額 135,579.57円

前第１四半期累計期間 
（自 平成20年11月１日 
至 平成21年１月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成21年11月１日 
至 平成22年１月31日） 

１株当たり四半期純利益金額              円3,193.29 １株当たり四半期純利益金              円8,452.95

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

  
前第１四半期累計期間

（自 平成20年11月１日 
至 平成21年１月31日） 

当第１四半期累計期間
（自 平成21年11月１日 
至 平成22年１月31日） 

四半期純利益（千円）  330,501  874,872

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  330,501  874,872

期中平均株式数（千株）  103,499  103,499

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年３月11日

株式会社くらコーポレーション 

                                            

 取 締 役 会 御 中 

 監査法人 トーマツ 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 白 井   弘  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 神 谷 直 巳  印 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社く

らコーポレーションの平成２０年１１月１日から平成２１年１０月３１日までの第１４期事業年度の第１四半期累計期

間（平成２０年１１月１日から平成２１年１月３１日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四

半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社くらコーポレーションの平成２１年１月３１日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年３月８日

株式会社くらコーポレーション 

                                            

 取 締 役 会 御 中 

 有限責任監査法人 トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 白 井   弘  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 神 谷 直 巳  印 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社く

らコーポレーションの平成２１年１１月１日から平成２２年１０月３１日までの第１５期事業年度の第１四半期会計期

間（平成２１年１１月１日から平成２２年１月３１日まで）及び第１四半期累計期間（平成２１年１１月１日から平成

２２年１月３１日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシ

ュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社くらコーポレーションの平成２２年１月３１日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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